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来
年
、
団
塊
の
世
代
が
後

期
高
齢
者
に
な
り
多
方
面

に
影
響
が
及
ぶ
こ
と
が
懸

念
さ
れ
て
い
る
。
「
２
０
２

５
年
問
題
」
で
あ
る
。
本
稿

で
は
働
き
な
が
ら
家
族
の

介
護
に
従
事
す
る
「
ビ
ジ
ネ

ス
ケ
ア
ラ
ー
」
に
焦
点
を
当

て
、
経
営
課
題
と
し
て
の
仕

事
と
介
護
の
両
立
支
援
に

つ
い
て
考
え
た
い
。 

総
務
省
の
就
業
構
造
基

本
調
査
(
２
０
２
２
年
)
に

よ
る
と
、「
介
護
・
看
護
」
を

理
由
と
し
た
離
職
者
は
１０

万
人
を
超
え
た
。 

３５
年
に
な
る
と
、
団
塊
の

世
代
は
認
知
症
の
罹
患
(
り

か
ん
)
率
が
高
ま
る
８５
歳

以
上
と
な
る
。
こ
の
頃
、
支

え
る
側
の
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア

世
代
(
１
９
７
１
〜
７４
年

生
れ
)
は
６０
歳
を
超
え
て

い
る
。
現
役
世
代
へ
の
介
護

負
担
は
今
後
一
段
と
高
ま

っ
て
い
く
。 

昨
年
、
経
済
産
業
省
は
、

ビ
ジ
ネ
ス
ケ
ア
ラ
ー
が
２

０
３
０
年
に
は
３
０
０
万

人
を
超
え
、
日
本
全
体
の
経

済
的
損
失
が
約
９
兆
円
に

の
ぼ
る
と
い
う
試
算
結
果

を
公
表
し
、
「
企
業
経
営
と

介
護
両
立
支
援
に
関
す
る

検
討
会
」
を
設
置
し
た
。
仕

事
と
介
護
の
両
立
支
援
が

関
係
先
に
与
え
る
影
響
や
、

規
模
・
業
種
に
応
じ
た
支
援

策
の
在
り
方
を
整
理
し
、
今

年
３
月
、
「
全
て
の
企
業
に

知
っ
て
も
ら
い
た
い
介
護

両
立
支
援
の
ア
ク
シ
ョ
ン
」

と
い
う
副
題
で
、
経
営
者
向

け
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
ま

と
め
た
。 

ビ
ジ
ネ
ス
ケ
ア
ラ
ー
の

増
加
は
経
済
全
体
と
し
て

労
働
損
失
の
拡
大
に
つ
な

が
る
と
と
も
に
、
従
業
員
本

人
の
生
産
性
低
下
や
介
護

離
職
は
個
別
の
企
業
活
動

の
継
続
に
大
き
な
リ
ス
ク

と
な
る
。
と
り
わ
け
限
ら
れ

た
人
材
で
や
り
く
り
す
る

中
小
企
業
に
と
っ
て
、
そ
の

影
響
は
計
り
知
れ
な
い
。
仕

事
と
介
護
の
両
立
環
境
の

整
備
は
、
人
材
不
足
へ
の
リ

ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
し

て
、
ま
た
、
人
的
資
本
経
営

の
観
点
か
ら
も
有
効
だ
と

す
る
。 

同
様
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
は

１６
年
に
厚
生
労
働
省
が
公

表
し
、
従
業
員
向
け
の
ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク
も
示
さ
れ
て
い

た
。
１８
年
に
は
日
本
経
済

団
体
連
合
会
が
介
護
の
あ

り
方
を
社
員
と
共
に
考
え
、

仕
事
と
の
両
立
に
共
に
取

り
組
む
と
い
う
、
「
企
業
に

お
け
る
ト
モ
ケ
ア
の
ス
ス

メ
」
と
題
し
た
提
言
を
ま
と

め
、
大
手
企
業
２０
社
の
取

り
組
み
事
例
を
紹
介
し
て

い
る
。 

日
本
全
体
の
課
題
で
あ

る
こ
の
問
題
の
解
決
に
は

中
小
企
業
を
含
む
全
て
の

企
業
の
協
力
が
必
要
と
な

る
。
経
済
産
業
省
が
経
営
者

に
行
動
を
呼
び
か
け
た
の

は
、
企
業
経
営
上
の
優
先
順

位
が
低
く
、
企
業
内
で
の
取

り
組
み
が
な
か
な
か
広
が

ら
な
い
か
ら
で
あ
っ
た
。 

弊
社
が
半
期
ご
と
に
実

施
し
て
い
る
企
業
向
け
の

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る

と
、
経
営
上
の
問
題
と
し
て

技
術
者
や
技
能
者
と
い
っ

た
人
材
不
足
を
挙
げ
る
企

業
は
、
過
去
４
回
、
い
ず
れ

も
35
％
を
超
え
、
ト
ッ
プ

３
に
入
っ
て
い
る
。
人
材
の

確
保
は
最
重
要
の
経
営
課

題
で
あ
る
。 

来
年
４
月
か
ら
改
正
育

児
・
介
護
休
業
法
が
施
行
さ

れ
、
介
護
と
の
両
立
支
援
制

度
の
周
知
等
が
事
業
主
に

義
務
化
さ
れ
る
。
子
育
て
と

同
様
、
介
護
に
よ
っ
て
貴
重

な
中
核
人
材
を
失
う
こ
と

が
な
い
よ
う
に
、
す
べ
て
の

企
業
の
取
り
組
み
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。 


